
組織名

所在地

TEL

FAX

URL

e-mail

設立

設置都市等

代表者

（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2021年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 6 人

うち常勤研究員数 2 人
非常勤研究員数 0 人

庶務体制

市民参加、外部連携

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

研究員を兼務する政策企画課政策マーケティング係員（２名）が実施

県外大学研究室との共同研究の実施

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　

２　組織動向

①平成29年４月に全庁的な組織見直しの一環として、政策形成基盤の強化ため政策企画課内に「政策マーケティング係」を
設置した。
②その後、庁内シンクタンク機能の確立と、中長期を展望した精度の高い政策を創出し住民福祉の増進に寄与することを
目的に平成30年１月に「北上市近未来政策研究所」を設置。社会実験の主体としての意味合いから既存組織とは別に政策
マーケティング係の職員が研究員を兼務するかたちで組織化した。

-

　市政運営に関する基礎調査、総合計画や総合戦略の推進において隘路となる行政課題の解決や将来を見越した新たな
政策創出に関する調査研究を行うとともに、関係部署の業務遂行の支援を通じて庁内の政策形成力の底上げを図ることを
主な役割として担う。
【主な取組み】①　特定課題解決に向けた政策研究
　　　　　　　　　②　特定課題等に関するアンケート調査、基礎調査・分析
　　　　　　　　　③  職員の政策形成等調査研究に関する支援

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

https://www.city.kitakami.iwate.jp/life/soshikikarasagasu/seisakukikakuka/seisakumarketinggakari/kinmiraiseisakukenkyujo/i

kikaku@city.kitakami.iwate.jp

2018年1月1日

岩手県北上市

及川　義明（所長/副市長）

北上市近未来政策研究所

１　組織概要

岩手県北上市芳町１番１号　北上市役所本庁舎２階政策企画課内

0197-64-2111（代表）

0197-63-7023



（３）会計

2021年度予算 千円　
2020年度決算 千円　
2019年度決算 千円　

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他 -

４　特記事項

・研究テーマに関する調査研究の実施
・外部アドバイザーや関係機関との連絡調整
・庁内研修会の実施、庁内グループ研究の支援
・研究報告書の作成、情報発信

・研究所アドバイザー（外部有識者）の指導
・研修会、シンポジウム等への参加

①子育て支援課→政策企画課（当研究所）→教育部（部長）
②下水道課→政策企画課（当研究所）→子育て支援課（課長）
③資産税課→政策企画課（当研究所）→健康づくり課（課長）
④総務課→政策企画課（当研究所）→都市プロモーション課（課長）
⑤産業雇用支援課→政策企画課（当研究所）→教育部（部長）

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：事務事業評価の中で実施　　　　　　　　　　　　　　） 
特にそういう機会はない

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

３　活動動向

（１）活動実績　　

特になし

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　） 

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算

743
1,190

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

1,248



５　2021年度に実施した調査研究

調査研究名

北上市への大学等高等教育
機関設置のあり方に関する
調査研究

新しい市民意識調査に関す
る研究

　当市のまちづくりにおいて、高校卒業時の進学・就職に伴う若年層の人口流出、生産年齢人口の減少等に起因するもの
づくりを担う人材や医療、看護等従事者の人材不足といった問題が顕在化している。
　このような情勢の下、令和３年度からの新たな総合計画「北上市総合計画2021～2030」において、基本目標「ひと～未来
に輝く、未来を創る人づくり」を実現する取組みの１つとして、人口減少や人材確保の視点から大学等高等教育機関の設置
を掲げている。
　本研究は、高等教育機関の設置の必要性、設置によって得られる効果（目的）や、設置目的と制度の動向を踏まえた設
置・運営方法など、本市のまちづくりにおける高等教育機関のあり方を調査研究する。併せて、大学等高等教育機関設置
の前提となる諸条件等の考察も行うもの。

調査研究の概要

　当市の市民意識調査は、平成16年度に導入した行政評価の一環として平成18年度より隔年実施しているもので、令和２
年度調査で第８回を数えた。
　本調査は北上市総合計画における「施策」の評価を行い、まちづくりの進捗度を把握することを目的とし、施策ごとの満足
度や重要度、優先度などを問うことを中心とした設計となっている。
　これまでの調査では、まちづくりの進捗度を測るという観点から、定点観測的な分析を行うことを主眼としており、調査開始
以降、総合計画の改定を１度経ているが、設問構成を変更したのみで、基本的な調査設計は変更されていない。
　そこで、これまでの調査における課題と、今後の調査で必要な視点を分析し、必要な見直しを行うとともに、目的やコンセ
プトもゼロベースで、新総合計画に応じた調査設計を行い、新たな市民意識調査について提言するもの。


